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【手続補正書】
【提出日】平成26年12月22日(2014.12.22)
【手続補正１】
【補正対象書類名】特許請求の範囲
【補正対象項目名】全文
【補正方法】変更
【補正の内容】
【特許請求の範囲】
【請求項１】
　細孔構造を備えた炭素材料であって、前記細孔構造は、ミクロ細孔、メソ細孔、及び総
細孔容積を備え、前記総細孔容積の４０％から９０％がミクロ細孔内に存在し、前記総細
孔容積の１０％から６０％がメソ細孔内に存在し、前記総細孔容積の１０％未満が２０ｎ
ｍ超の細孔内に存在する、炭素材料。
【請求項２】
　細孔構造を備えた炭素材料であって、前記細孔構造は、ミクロ細孔、メソ細孔、及び総
細孔容積を備え、前記総細孔容積の３０％から７０％がミクロ細孔内に存在し、前記総細
孔容積の３０％から７０％がメソ細孔内に存在し、前記総細孔容積の５％未満が２０ｎｍ
超の細孔内に存在することを特徴とする炭素材料。
【請求項３】
　細孔構造を備えた炭素材料であって、前記細孔構造は、ミクロ細孔、メソ細孔、及び総
細孔容積を備え、前記総細孔容積の２０％から５０％がミクロ細孔内に存在し、前記総細
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孔容積の５０％から８０％がメソ細孔内に存在し、前記総細孔容積の１０％未満が２０ｎ
ｍ超の細孔内に存在することを特徴とする炭素材料。
【請求項４】
　請求項１乃至３のいずれか一項に記載の炭素材料において、プロトン励起Ｘ線放射分析
法で測定される、１１から９２までの範囲の原子番号を有する元素の総不純物含有量が５
００ｐｐｍ未満であることを特徴とする炭素材料。
【請求項５】
　請求項１乃至３のいずれか一項に記載の炭素材料において、プロトン励起Ｘ線放射分析
法で測定される、１００ｐｐｍ未満のナトリウム、１００ｐｐｍ未満のシリコン、１０ｐ
ｐｍ未満の硫黄、２５ｐｐｍ未満のカルシウム、１０ｐｐｍ未満の鉄、２ｐｐｍ未満のニ
ッケル、１ｐｐｍの銅、１ｐｐｍ未満のクロム、５０ｐｐｍ未満のマグネシウム、１０ｐ
ｐｍ未満のアルミニウム、２５ｐｐｍ未満のリン、５ｐｐｍ未満の塩素、２５ｐｐｍ未満
のカリウム、２ｐｐｍ未満のチタン、２ｐｐｍ未満のマンガン、０．５ｐｐｍ未満のコバ
ルト、及び５ｐｐｍ未満の亜鉛を含み、１１から９２までの範囲の原子番号を有する他の
全ての元素がプロトン励起Ｘ線放射分析法では検出されないことを特徴とする炭素材料。
【請求項６】
　請求項１乃至３のいずれか一項に記載の炭素材料において、プロトン励起Ｘ線放射分析
法で測定される、５０ｐｐｍ未満のナトリウム、５０ｐｐｍ未満のシリコン、３０ｐｐｍ
未満の硫黄、１０ｐｐｍ未満のカルシウム、１０ｐｐｍ未満の鉄、１ｐｐｍ未満のニッケ
ル、１ｐｐｍ未満の銅、１ｐｐｍ未満のクロム、及び１ｐｐｍ未満の亜鉛を含むことを特
徴とする炭素材料。
【請求項７】
　請求項１乃至３のいずれか一項に記載の炭素材料において、ＢＥＴ比表面積が少なくと
も５００ｍ２／ｇであり、総細孔容積が少なくとも０．６ｃｃ／ｇであることを特徴とす
る炭素材料。
【請求項８】
　請求項１乃至３のいずれか一項に記載の炭素材料において、ＢＥＴ比表面積が少なくと
も１５００ｍ２／ｇであり、総細孔容積が少なくとも１．０ｃｃ／ｇであることを特徴と
する炭素材料。
【請求項９】
　請求項１乃至８のいずれか一項に記載の炭素材料を含む電極。
【請求項１０】
　請求項１乃至８のいずれか一項に記載の炭素材料を含むデバイス。
【請求項１１】
　請求項１０に記載のデバイスにおいて、ＥＤＬＣ、リチウム炭素電池、亜鉛炭素電池、
リチウム空気電池、又は鉛酸蓄電池であることを特徴とするデバイス。
【請求項１２】
　請求項１１に記載のＥＤＬＣデバイスにおいて、アセトニトリル電解質中のテトラエチ
ルアンモニウム－テトラフルロロボラートの１．８Ｍ溶液及び電流密度０．５Ａ／ｇを用
いて、２．７Ｖから０．１Ｖの、５秒の時定数での定電流放電によって測定される重量キ
ャパシタンスが少なくとも１１０Ｆ／ｇであるか、または当該ＥＤＬＣデバイスにおいて
、アセトニトリル電解質中のテトラエチルアンモニウム－テトラフルロロボラートの１．
８Ｍ溶液及び電流密度０．５Ａ／ｇを用いて、２．７Ｖから０．１Ｖの定電流放電及び少
なくとも０．２４Ｈｚの周波数応答によって測定される重量キャパシタンスが少なくとも
１３Ｆ／ｃｃであることを特徴とするＥＤＬＣデバイス。
【請求項１３】
　請求項１乃至８のいずれか一項に記載の炭素材料の作成方法であって、前記方法が、揮
発性塩基触媒が存在する酸性条件下で１つ以上のポリマー前駆物質を反応させてポリマー
ゲルを得るステップを含むことを特徴とする方法。
【請求項１４】
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　請求項１３に記載の方法において、前記揮発性塩基触媒は、アンモニウムカーボネート
、アンモニウムバイカーボネート、アンモニウムアセテート、水酸化アンモニウム、又は
これらの組み合わせを含むことを特徴とする方法。
【請求項１５】
　請求項１４に記載の方法において、
　（ａ）前記ポリマーゲルを凍結乾燥させてポリマー冷却ゲルを得るステップと、
　（ｂ）前記ポリマー冷却ゲルを熱分解して熱分解冷却ゲルを得るステップと、
　（ｃ）前記熱分解冷却ゲルを活性化させて活性炭材料を得るステップと、
　を更に含むことを特徴とする方法。
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